別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農村教育推進費
	事業名:　地域就農支援活動サポート事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援担当　電話番号：058-272-1111（内2847）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：6,000千円（前年度予算額：6,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域が一体となって就農相談から就農後の技術・経営支援までを行う地域就農支援協議会の設置・運営に必要な経費の一部を助成する。
【助成内容】　○事業主体：市町村、ＪＡ、地域協議会等

○補助率　：１／２以内
○助成対象：協議会運営に必要な就農専門員人件費
就農支援研修実施に必要な指導経費・賃借料・消耗品等

	２　所要経費


（１）地域協議会補助金　　6,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
２ 儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
○農業の担い手を育成・確保する

（１）新規就農者を育成する
　　　　・就農情報の提供や相談活動、就農支援研修の実施から、就農後の技術、経営
支援による就農定着までの一貫した就農支援体制を整備する。
	２　これまでの取組状況


　県が中心となり各地域の農業者団体・関係機関等へ協議会設立の働きかけなどを行った結果、平成２３年度は県下５地区で地域就農支援協議会を設立することができた。
　○設立協議会名（地区名）　岐阜地域就農支援協議会（岐阜市ほか８市町）

　　　　　　　　　　　　　中濃地域就農支援協議会（関市ほか１２市町村）
　　　　　　　　　　　　　瑞浪市地域担い手育成総合支援協議会（瑞浪市）

　　　　　　　　　　　　　下呂地域担い手育成総合支援協議会（下呂市）

　　　　　　　　　　　　　高山市移住就農支援ネットワーク会議（高山市）
	３　これまでの取組に対する評価


技術習得はもちろん、農地確保、資金調達に至るまでの総合的な支援ができる地域ぐるみでの就農支援体制が整ったことで、就農を希望する者が、就農相談から営農定着に至るまでの一貫した支援を受けることが可能となった。
取り組みが始まった５地区では、技術習得のための研修受入などが始まっており、今後は継続的な新規就農者の育成・確保が期待できる。
なお、協議会の未設置地区については、農業者団体をはじめ、関係機関への積極的な働きかけを行うなど、段階的に設立支援を行う必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000
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